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石井小夜子弁護士 講演の概要（2015年 11月 2日） 
文責：藤本なほ子 

 
◎法律とは…	
 基本的に、理念法を含めて強制されるもの。 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ただし、その中には「強行規定」と「任意規定」がある1。 
 
◎「多様な教育機会確保法」2 とはどんな法律？ 
○1章〜３章は理念法	
 
○４章「個別学習計画」は実体的な規定＝そこから直接運用できる条文になっている 
・対象者は「相当な期間学校を欠席している学齢児童又は学齢生徒であって文部科学省令

で定める特別な事情を有するため就学困難なもの」 
	
 	
 →すべての不登校者ではなく、条文の条件に合う不登校者だけが対象 
・「対象者の保護者は「個別学習計画」を作成し、教育委員会の認定を受けることができる」

という、「できる規定」になっている	
 →２ページ「◎『就学義務』について」参照 
・個別学習計画の認定を受けている保護者は、学校教育法の就学義務を「履行しているも

のとみなす」という規定になっている	
 →２ページ「◎『就学義務』について」参照 
・個別学習計画に従った学習活動の実施により義務教育を修了したものには「修了証書」

を授与する	
 →「中学校卒業」と「修了証書」の二つの柱ができる	
 

・「個別学習計画」の内容は、学校教育法 21 条を踏まえ、文部科学省が省令で定める基準

に適合する必要がある	
 

	
 	
 →この 21 条にある各内容（「愛国心」など）がチェック項目に入ってくる可能性が高い。	
 

	
 	
 	
 つまり、学校の外にいるのだが、学校と同じことを家の中で、あるいはフリースク

ールでやらなければならないということになる	
 

	
 

◎法律がつくられた背景が、法律の条文外（法解釈、省令など下位法）にまで反映されるのか？ 
	
 制定の趣旨・背景は法律解釈の一つの指針にはなるが、あくまでも条文自体が基本になる3。	
 

	
 →法案を要求・賛同している市民と、政府の側とは、思惑（立法の意図）が違うのでは？	
 

 
◎上位法（法律の優先順位）の考え方について 
○日本の教育法体系では、「日本国憲法→教育基本法→学校教育法」の順で優先4。 
	
 今回の法案はあくまで「学校教育法の特例」の形。	
 

★まったく別の法律を作ることも法律上可能なはず。不登校児だけでなく、すべての子が選択できるよう

な教育法体系もありえる（実際、外国ではある）。だが、今回はあくまでも学校教育法の特例であり、

教育委員会がいちいちチェックできる規定になっている。 
 
◎「努力義務」について 
	
 5条の財源についての条文が努力義務になっている。本当に財源を考えているのかは疑問。 
	
 

 

                                                   
1 「強行規定」＝当事者の意思にかかわらず法的効果が発生する規定。一般に、公の秩序に関する規定。	
 
	
 「任意規定」＝当事者の意思によって、その法的効果が排除されうる規定。（民法 91条）	
 
2 2015年 9月 5日公開の「義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案（決定
稿）」を指す。 

3 詳しくは「石井小夜子多様な教育機会 QA資料」の「２」参照。	
 
4 この下に学校教育法施行令→学校教育法施行規則が位置づく。また、同じレベルの法なら、後に作られた
ものの効力が優先する＝後法優先。 
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◎個別学習計画の内容の自由度について 
─「家でお昼を作る」「友達と話をする」「ゲームをする」といったことでも個別学習計画になりうる、
と言っている方がいるが、それほどに自由度があるのか？ 

	
 ○あくまでも学校教育法 21条に沿った内容である必要がある。 
○この法案では、教育委員会が調査や改善命令などを通してしばしば関与する構図 
	
 	
 →上記のことが可能かどうかは疑問 
○本来こういった内容は学校でもできるはず（「総合学習でお昼ご飯を作る」など） 
そのような自由度の幅はあるはずだが、今の教育現場は、特に教育基本法改正後は相当に

締めつけが厳しくなっており、かなり厳しい状況になるだろう 
	
 →上記の見解は楽観的 

	
 

◎「就学義務」（学校教育法に定める、保護者の、学齢期の子どもを学校に就学させる義務）について 
─今まで、いじめや不登校は「子どもを出席させない正当な事由」にあたり、その保護者は就学義務
違反に問われないとされてきた5。新たに法案 17 条で就学義務を規定する理由は？ 

	
 ○80年代半ば〜後半の当時から、不登校の実態により、当該条項の運用が変化 
不登校の実態がこれを壊し、（就学義務違反の適用を）事実上なくしてきた。これまでに、

就学義務違反で罰則を受けている判例はない。＝実態としてこの罰則は使われていない。	
 

・法案 17条＝個別学習計画の認定を受ける保護者は就学義務を履行したものと「みなす」
と規定（「やった」ことと同じことになる）	
 

	
 →個別学習計画の「選択制」（「保護者は…認定を受けることができる」[12 条]という規定）は、実

はまやかしではないか？	
 新法の 17 条に就学義務履行の規定を書くということは、今ま

での学校教育法の運用を見直して、「個別学習計画をやってない人は就学義務を履行して

いない」という形で運用してくる可能性が極めて高い。 
・就学義務違反は、まず勧告	
 →応じなければ 10万円以下の罰金	
 →前科になる 
その恐れがあれば保護者は安全な方を選び、子どもに個別学習計画の実施をすすめ、子ど

もと対決しなければならなくなるのでは？	
 →選択制といっても、実際は、それが嫌な人

に対しても、選択せざるを得ない状況に追い込むということになるのではないか。 
・また、あくまでも特例法なので、個別学習計画を選ばない人には学校教育法が生きてくる。

「選ばない」ということは一つの意思表示	
 →「別の制度ができてるのに、それを使わな

いのなら学校に来させなさい」ということになるのではないか。 
 
◎「公の支配（憲法 89 条6）に属するために個別学習計画の認定が必要」という考え方について 
	
 ○民間への「公の支配」解釈としては以下が挙げられる。 
	
 ・私学助成…いろんなことをかませて「公の支配がある」ということになっている 
	
 ・幼児教室裁判例7…公の支配を非常にゆるく解釈した東京高裁の判決 
	
 	
 この見解は、恐らく政府にはあまり通っていない（石井自身もこの判決には否定的評価） 
	
 ・フリースクール…2008年 4月 9日参議院でフリースクールへの公金支出について質問8 
	
 〈文科大臣の回答〉 
                                                   
5 http://www.futoko.org/news/page0424-463.html（多田元弁護士の見解『不登校新聞』09-04-24）	
 
  http://www.futoko.org/special/special-01/special-01-2/page0426-41.html（同上 08-04-26）	
 
 	
 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/06070415/003.htm（文部科学省初等中等
教育分科会（第 40 回）配布資料） 

6「公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持のため、又は公の支配

に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。」（日

本国憲法第 89 条）	
 
7 http://blog.livedoor.jp/cooshot5693/archives/52973918.html（「『公の支配』の意義と幼児教室	
 東京高裁
平成 2年 1月 29日判決」）	
 

8「憲法８９条とフリースクールへの援助」の「５	
 フリースクールと公費助成（国会論議）」参照。	
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・憲法 89 条に関し、フリースクールは自由で監督できない、監督していないので憲法
違反となり、公金支出は不可。 

・憲法 26条（義務教育の無償）からの、フリースクールではなく各家庭への支給に関して
も、フリースクールは民間の自由な活動なので不可。	
 

※ここでは、フリースクールへの支給だけではなく本人への支給にも否定的な見解を示している。

ただし、自治体の中には実際に支給しているところも結構あるはずで、できる可能性も十分ある。 

○（公の支配に関する）この問題は、逆に、個別学習計画を条文に入れるための口実ではないか？ 
	
 	
 …本当にお金が出るのか？ という問題もある	
 

 
◎子ども主体の法律となっているか？ 
○法案の第 1条に「子どもの権利条約の趣旨にのっとり」とありながら、子ども主体の法律
になっていない。保護者の行為を定め、それを教育委員会が判定する形になっている。 

	
 	
 	
 ＝子どもが何をしたいかは全く無視されている。 
 
◎「多様な教育機会確保法」の一番の問題点は？ 
○親も子どもも今まで以上に管理される、学校に行っている子も含め、すべての子どもが管

理されるということ。また、それによって、フリースクールの性質が変わってしまうこと。 
（このままいくと、フリースクールは支援者の一つとして登場し、軸となる個別学習計画に

沿ってやらないといけなくなる。→フリーではなく、ただのスクールになってしまう。自

由というよりも、かなり厳しい場所になるのではないか。	
 

○子どもの自己否定感が強まること9。 

○分離教育という問題。 
	
 養護学校義務化10のとき、結局、分断という形になってしまった。今回の法案では子ども

がだいたい４層に分かれていく。 
	
 	
  1. 個別学習計画の対象となる不登校の子	
 2. 個別学習計画の対象とならない不登校の子 

 3. 学校に行っている子	
 	
 4. 個別学習計画の対象者だが申請をしない子 
この４つのコースが、最終的に違う修了の形をとる。 
	
 1.「個別学習計画を認定される」→順調に行けば「修了証書」 
  2. 3.「学校制度の中で卒業認定される」→「中学校卒業」 
  1.と 4.の一部？「個別学習計画が認定されない、または計画を申請しない」 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 →出席日数不足のため留年（原級留置）させられていく可能性 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 →中退	
 →中検（中学校卒業程度認定試験） 

	
 ※今まで実態としては無かったこのような事態が現実化してくる可能性は強い。	
 

→通学している子にとって、不登校の子は全然ちがう空間にいる人の話になっていく 
	
 ＝子どもたちの分断（分離教育） 

○少年院に行っている子は、今までは中学の卒業証書が出ていた。 
	
 しかし、これからはおそらく個別学習計画という形で行くのではないか。 
	
 	
 →問題を抱えている子たちを排除していくのではないか。	
 

○不登校を生み出している学校／学校の文化／学校制度には手をつけずに、「学校に来ない子

はそちらでどうぞ」という対症療法的な形になっていくことが一番の問題。 
以上	
 

                                                   
9	
 資料 1「石井小夜子多様な教育機会 QA資料」の「11」参照。 
10「学校教育法中養護学校における就学義務及び養護学校の設置義務に関する部分の施行期日を定める政令」

1973年公布・1979年 4月施行。このとき、行政による障害児の養護学校への一方的な就学先学校指定と
親の就学義務の制度化に対し、障害児を養護学校へ強制的に就学させるのは差別だとして、障害当事者や

親による養護学校義務化反対運動が起きた。 


